
（単位：百万円）

科         目 科         目

（資産の部） （負債の部）

20,043 168,494

現 金 0 40,674

預 貯 金 20,043 127,819

157,959 13,018

国 債 76,390 235

地 方 債 50,504 5

社 債 29,268 1,938

株 式 1,599 73

外 国 証 券 198 5,099

1,689 5,666

建 物 169 1,857

建 設 仮 勘 定 63 1,236

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 1,456 238

10,012 238

ソ フ ト ウ ェ ア 6,646 184,844

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 3,356

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 9 20,000

18,609 3,389

未 収 保 険 料 1,234 3,389

再 保 険 貸 290 10,460

外 国 再 保 険 貸 15 1,092

未 収 金 11,115 9,367

未 収 収 益 161 繰 越 利 益 剰 余 金 9,367

預 託 金 530 33,849

仮 払 金 5,260 949

11,328 949

34,798

219,643 219,643

金    額

未 払 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

外 国 再 保 険 借

預 り 金

再 保 険 借

そ の 他 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 本 金

特 別 法 上 の 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

価 格 変 動 準 備 金

株 主 資 本 合 計

（純資産の部）

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

金    額

仮 受 金

未 払 法 人 税 等

支 払 備 金

責 任 準 備 金

利 益 準 備 金

負債の部  合計

２０１８年度（２０１９年３月３１日現在）貸借対照表

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

そ の 他 負 債有 価 証 券

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純資産の部  合計

繰 延 税 金 資 産
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（貸借対照表の注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
（1）満期保有目的の債券の評価は、償却原価法によっております。
（2）その他有価証券の評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

 なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

２．有形固定資産の減価償却の方法は定額法によっております。

３．無形固定資産の減価償却の方法は定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
　 可能期間（概ね５年）に基づく定額法により償却しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。

５．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事
　 業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

（1）退職給付見込額の期間帰属方法
　 　 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
 　算定式基準によっております。

（2）数理計算上の差異の費用処理方法
　 　 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
 　による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

６．賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。
　

７．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。
　

８．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、
　 営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、
　 ５年間で均等償却を行っております。

９．金融商品に関する事項は次のとおりであります。
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
 　  　当社は、保険業法に基づく損害保険事業を行っております。金融資産については、安定的な投資収益の確保
  　のため、公社債・外国公社債を中心とした投資資産を保有しております。
② 金融商品の内容及びそのリスク
 　 　 当社が保有する金融商品は、主として有価証券と未収金であります。これらは金利・株価等の変動により価値が
 　 変動して損失を被る市場リスク、信用供与先の財務状況等の悪化により資産の価値が減少または消失し、損失を
  　被る信用リスクに晒されております。有価証券は主に日本国債、地方債であり、その他にも事業債、 円貨建て外国
 　 債券及び政策投資として取得した株式を保有しております。
 　  　未収金は保険料の収納代行先に対する債権であります。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
 　 a．信用リスクの管理

　 　当社は、有価証券の信用リスクについては、資産運用リスクに関する諸規程に従い、有価証券の発行体の信
　用情報や時価の把握を業務執行部門が随時行うとともに、リスク管理部門が別途定期的に実施し、その状況を
　四半期毎に取締役会及び経営会議に報告しております。
　 　未収金に関する収納代行先の信用リスクに関しては、取引先管理に関する規程に沿って低減を図っております。
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 　 b．市場リスクの管理
　（a）金利リスクの管理

　 　 当社は、取締役会において決定されたリスク管理方針に基づき、リスク管理方法や手続等の詳細を
 　明記した資産運用リスクに関する諸規程を定めております。これに基づき、業務執行部門が随時リスク
　 管理を行うとともに、リスク管理部門が別途モニタリングを実施し、その状況を四半期毎に取締役会及び
 　経営会議に報告しております。

　（b）価格変動リスクの管理
　 　 当社は、政策投資として取得した株式については、資産運用リスクに関する諸規程に従い、リスク
 　管理部門が市場環境や財務状況等のモニタリングを実施し、その状況を四半期毎に取締役会及び
　 経営会議に報告しております。

　  c．資金調達に係る流動性リスクの管理
　   当社は、流動性リスクに関する諸規程に従い、資金繰り管理部門が資金繰り計画の作成・更新を
  行い、リスク管理部門がモニタリングを実施し、その状況を四半期毎に取締役会及び経営会議に報告して
  おります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　  　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
　　が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等
  　によった場合、当該価額が異なることもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額
時価 差額

　①現金及び預貯金 20,043 20,043 －
　②有価証券

満期保有目的の債券 80,119 101,779 21,660
その他有価証券 77,840 77,840 －

　③未収金 11,115 11,115 －
資産計 189,118 210,779 21,660

（注）金融商品の時価の算定方法
①現金及び預貯金
　　  時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
②有価証券
　 　 時価は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。
③未収金
　 　 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

10．有形固定資産の減価償却累計額は5,166百万円であります。

11. 関係会社に対する金銭債権総額は8百万円、金銭債務総額は58百万円であります。

12. 繰延税金資産の総額は11,697百万円、繰延税金負債の総額は369百万円であります。
　 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金7,045百万円、支払備金1,764百万円であります。
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13．（1）支払備金の内訳は次のとおりであります。
支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 41,181 百万円
同上にかかる出再支払備金 969 百万円
　差引（イ） 40,212 百万円
地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 462 百万円
　計（イ＋ロ） 40,674 百万円

（2）責任準備金の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 102,167 百万円
同上にかかる出再責任準備金 1,586 百万円
　差引（イ） 100,580 百万円
その他の責任準備金（ロ） 27,238 百万円
　計（イ＋ロ） 127,819 百万円

14．１株当たりの純資産額は、86,997円41銭であります。
　 算定上の基礎である純資産額は34,798百万円であり、期末発行済株式数は400千株であります。

15. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 △ 1,960 百万円
未認識数理計算上の差異 102 百万円
退職給付引当金 △ 1,857 百万円

（2）退職給付債務等の計算基礎
退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
割引率 0.3%
数理計算上の差異の処理年数 10年

16．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

115,102

113,174

正 味 収 入 保 険 料 113,101

積 立 保 険 料 等 運 用 益 72

1,857

利 息 及 び 配 当 金 収 入 1,372

有 価 証 券 売 却 益 557

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 72

70

108,204

78,435

正 味 支 払 保 険 金 56,608

損 害 調 査 費 8,220

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 1,724

支 払 備 金 繰 入 額 1,139

責 任 準 備 金 繰 入 額 10,741

0

有 価 証 券 売 却 損 0

29,766

2

そ の 他 の 経 常 費 用 2

6,897

－

39

7

31

価 格 変 動 準 備 金 31

6,858

3,325

△ 1,466

1,858

4,999

保 険 引 受 費 用

経　　常　　費　　用

経　　常　　収　　益

そ の 他 経 常 収 益

特　　別　　損　　失

そ の 他 経 常 費 用

資 産 運 用 費 用

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

２０１８年度            　　　　　     　　　             損益計算書

科                目 金      額

特　　別　　利　　益

経　　常　　利　　益

固 定 資 産 処 分 損

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

２０１８年４月   １日から 
２０１９年３月３１日まで 
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（損益計算書の注記）

１．関係会社との取引による費用総額は625百万円、収益総額は1百万円であります。

２．（1）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

収入保険料 113,953 百万円

支払再保険料 851 百万円

    差引 113,101 百万円

（2）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

支払保険金 58,135 百万円

回収再保険金 1,527 百万円

    差引 56,608 百万円

（3）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費 1,860 百万円

出再保険手数料 136 百万円

    差引 1,724 百万円

（4）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 1,224 百万円

同上にかかる出再支払備金繰入額 75 百万円

　　差引（イ） 1,148 百万円

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） △ 8 百万円

　　計（イ＋ロ） 1,139 百万円

（5）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 6,852 百万円

同上にかかる出再責任準備金繰入額 24 百万円

　　差引（イ） 6,828 百万円

その他の責任準備金繰入額（ロ） 3,913 百万円

　　計（イ＋ロ） 10,741 百万円

（6）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

預貯金利息 0 百万円

有価証券利息・配当金 1,372 百万円

その他利息・配当金 0 百万円

　　計 1,372 百万円

３．１株当たりの当期純利益金額は、12,499円90銭であります。

  　算定上の基礎である当期純利益は4,999百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。

  　また、普通株式の期中平均株式数は400千株であります。

４．損害調査費ならびに営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用の内訳は次のとおりであります。

勤務費用 232 百万円

利息費用 5 百万円

数理計算上の差異の費用処理額 17 百万円

退職給付費用 255 百万円

確定拠出年金への掛金拠出額 193 百万円

　計 449 百万円

５．当事業年度における法定実効税率は28.0％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は27.1％であります。
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６．関連当事者との取引に関する事項は以下のとおりであります。

兄弟会社等

属性
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

親会社の

子会社

株式会社フロン

テッジ
なし 業務委託

メディア・

プランニング

業務等の委託

6,831 未払金 1,085

収納代行業務の

委託に伴う

保険料の収納

－ 未収金 7,747

収納代行業務の

委託手数料
1,292 未払金 3

（注） １　取引金額、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　取引条件につきましては、一般の取引条件を参考として決定しております。

７．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

親会社の

子会社

ソニーペイメント

サービス株式会

社

なし 業務委託
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